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【要旨】 

 本研究は、妊産婦のメンタルヘルスの実態を明らかにすることで、妊娠期からの伴走型支援につい
て検討することを目的とし、妊婦訪問にて新たに要支援と判断された者のハイリスク因子別にエジン
バラ産後うつ病自己評価票（以下 EPDS）との関連性について分析した。また、要支援者に対する妊娠
期からの支援状況や妊娠期に問題なしと判断されていた者が EPDS 高値となった要因について、記述
的に抽出した。 

その結果、妊娠期にうつ傾向のある者やメンタル既往該当者では、産後うつの傾向が高くなること
が示された。これらの者に対しては、妊娠期から訪問等を通じて介入していたが、多職種多機関と連携
する等、支援体制を構築する必要があると考えられた。また、育児知識やサポート不足等により、ハイ
リスク因子のない者でも EPDS 高値となるケースがあることが明らかとなった。以上のことから、支
援者による妊娠期からの適切なスクリーニングと早期介入の必要性及び家族を含めて育児のイメージ
を具体的に持てるような働きかけの重要性が示唆された。 
 
【背景・目的】 

 浜松市では、乳児家庭全戸訪問事業に加え、令
和 5 年度から妊婦訪問支援事業（以下妊婦訪問）
を開始している。当事業は、妊娠 8 か月頃から出
産に至るまでの妊婦やその家族等に対して、原則
家庭訪問による面談を実施するもので、令和 6 年
度における実施件数は 4,204 名（実施率 95.3%）
であった。いずれも出産や産後の子育て等の不安
の軽減を図り、保健師や助産師が相談先としてつ
ながることで、子育ての孤立を防止することを目
指している。 
 箒ら(2023)は、産後うつ病に対する妊娠期から
の予防的介入と効果に関する先行研究を整理し、
「早期に個別面談や家族を含めた保健指導が有
効」1)と述べており、浜松市においても妊娠期から
の伴走型支援が課題となっている。しかし、母子
健康手帳交付時に要支援と判断されなかった者
が妊婦訪問にて新たに要支援となる事例や、妊娠
期に問題のなかった者が EPDS 高値となる事例
があり、これまで妊婦訪問や乳児家庭全戸訪問時
に新たに要支援と判断された者のメンタルヘル
スについて把握ができていなかった。そのため、
本研究は、妊産婦のメンタルヘルスの実態を明ら
かにすることで、妊娠期からの伴走型支援につい
て検討することを目的とした。 

【方法】 

1 対象者 
浜松市在住者で妊婦訪問を令和 6 年度に実施し、

かつ、乳児家庭全戸訪問にて EPDS に回答した
3,081 名を対象とした。この内、母子健康手帳交
付時に要支援と判断された者は除外した。 
2 調査項目 
 浜松市保健総合管理システムから、妊婦訪問結
果、乳児家庭全戸訪問で実施した EPDS 及び支援
状況を確認した。なお、先行研究から、9 点以上
の者を EPDS 高値者とした 2)。 
 妊婦訪問では、母子健康手帳交付時に要支援と
判断されなかった者であっても、13 のハイリスク
因子の内一つ以上該当する場合は、新規に継続支
援が必要な者と判断し、保健師や助産師（以下支
援者）による支援を実施している。この 13 因子
を記述的に抜き出した内、ハイリスク因子別に産
後うつの傾向について分析し、妊産婦に対する支
援状況について記述的に抽出した。加えて、妊娠
期に問題なしと判断された者が、乳児家庭全戸訪
問時に EPDS が高値となった背景について、記述
的に抽出した。 
3  分析方法 
(1) 妊婦訪問にて新たに要支援と判断された者を

ハイリスク因子別に確認した。 



(2) 妊婦訪問にて新たに要支援と判断された者の
乳児家庭全戸訪問時における EPDS の状況を
確認した。 

(3) (1)と(2)をカイ二乗検定し、関連性が認めら
れたハイリスク因子については、オッズ比を
算出した。 

(4) 妊婦訪問にて新たに要支援と判断された者へ
の支援状況を確認した。 

(5) 妊娠期に問題のなかった者が、乳児家庭全戸
訪問時に EPDS 高値となった背景について、
支援者による訪問時の聞き取り内容を基に傾
向を見た。 
 

【結果】 

対象者 3,081 名の内、妊婦訪問にて新たに要支
援と判断された者は 219 名（7.1%）、問題なしと
判断された者は 2,862 名（92.9%）であった。 
(1) 妊婦訪問にて新たに要支援と判断された者の

ハイリスク因子の内訳は、表 1 のとおりであ
る。また、ハイリスク因子が 2 つ以上の者は、
219 名中 50 名（22.8%）であった。 

 

(2) 219 名の内、EPDS 高値者は 21 名（9.6％）
であった。 

(3) 妊娠期ハイリスク因子と EPDS 高値者との関
連性については、表 2 に示した。 

 

13 因子の内「二質問（うつ）に該当」3)「メ
ンタル既往」「その他」該当者では、EPDS 高
値者の割合が、非該当者に比べて有意に高か
った。また、オッズ比（95%信頼区間）はそ
れぞれ、5.60(2.78-11.29)、3.36(1.50-7.52)、

3.19(1.12-9.09)、であった。また、「その他」
該当者 48 名の内訳については、「妊婦」「夫」
「胎児」「きょうだい」「その他親族」の 5 つ
のカテゴリーに分類した結果、「妊婦の疾患」
「夫のメンタル既往」に次いで、「産後の養育
が危惧される」「妊婦の性格」「きょうだいへ
の対応困難感」が継続要因として多く挙がっ
た。 

(4) 妊婦訪問にて新たに要支援と判断された者に
対する支援状況は、図 1 のとおりである。 

 

 

   

(5) 妊娠期に問題なしと判断された 2,862 名の内、
EPDS 高値者は 67 名(2.3％)であった。EPDS
高値となった背景について、図 2 に示した。 

      

表1　ハイリスク因子該当者の内訳　※複数回答あり　
ハイリスク因子の項目 人数（人）

①望まない妊娠 3以下
②メンタル既往 82
③経済的困窮 4
④管理できていない疾病 3以下
⑤養育支援者がいない 43
⑥虐待歴 3以下
⑦被虐歴 3以下
⑧夫婦不和、DV 5
⑨養育 8
⑩転居 3以下
⑪複数回の婚姻 3以下
⑫二質問に該当 77
⑬その他 48

表2　妊娠期ハイリスク因子とEPDS高値者との関連

人数（人） 割合（%） 人数（人） 割合（%）

あり 10 13.0 67 87.0
なし 78 2.6 2926 97.4
あり 7 8.5 75 91.5
なし 81 2.7 2918 97.3
あり 4 4.5 84 95.5
なし 44 1.5 2949 98.5

p<0.05

3.36

その他 0.021* 3.19

メンタル既往 0.001*

EPDS正常

二質問に
該当

p値 オッズ比項目
EPDS高値

0.000* 5.60



【考察】 

 母子健康手帳交付時には要支援と判断されな
かったが、妊婦訪問にて新たに要支援と判断され
た者は全体の 7.1%存在し、さらにその内の 9.6%
は EPDS 高値者であった。このことから、妊婦訪
問等で母子健康手帳交付時には把握できなかっ
た課題や妊娠経過に伴って新たに生じたであろ
う課題の有無について情報収集し、再アセスメン
トすることが必要であり、妊娠期から産後の状態
を予測し、妊婦が抱える課題や不安を多面的に捉
えることが重要であると考えられる。すなわち、
支援者には、妊娠期からの適切なスクリーニング
と早期介入が求められているといえる。 
 次に、妊娠期ハイリスク因子と EPDS 高値者と
の関連性については、妊娠期にうつ傾向のある者
やメンタル既往該当者では、産後うつの傾向が高
くなることが明らかとなった。先行研究において
も、精神疾患既往等の項目が EPDS 高値者のリス
ク因子として報告されている 4)。「その他」該当者
は、13 のハイリスク因子には該当しないが、早期
介入が必要と判断されたケースである。妊婦自身
の課題だけにとどまらず、家族全体を支援対象者
として捉え、妊婦がおかれている状況や環境にも
着目していく必要がある。さらに、支援者が違和
感を覚える妊婦の特徴等、経験に基づく「気づき」
も見逃してはならないと考えられる。 
 また、妊婦訪問にて新たに要支援と判断された
者に対する支援の開始時期は、74.0%が産後から
の開始となっている。これは、妊婦訪問の実施時
期から出産を迎えるまで、約 2 か月弱という比較
的短い期間であることが影響している可能性が
ある。支援回数別では、4 回以上の者が全体の
8.2%存在し、迅速な対応が必要なケースであった
と推測され、予防的に介入していたと評価できる。
支援方法は、乳児家庭全戸訪問を含む訪問が最も
多く、直接妊産婦の表情や言動を観察し、健康状
態や生活環境を把握できる他、信頼関係の構築が
促進されると考えられる。一方、松岡ら(2024)は、
複雑なケースの場合調整役となる保健師の負担
が大きく、メンタルヘルスの判断や対応の標準化
及び連携体制構築の整備の必要性について言及
している 5)ように、支援の方向性については、支
援者個々の判断に委ねられることのないよう、多
職種多機関と連携して支援体制を構築する必要
がある。 
 最後に、妊娠期に問題なしと判断された者の内、
2.3%が EPDS 高値者となった背景として、熊谷
ら(2020)の報告にあるような、児の泣きや授乳、

育児不安等の「育児知識や技術不足」によるもの
と、養育支援者不足等の「サポート不足」による
もの 6)に加え、産後の体調が挙げられた。予防的
介入として、母子健康手帳交付時に適切な情報提
供をすると共に、機会を捉えて子育て支援ひろば
への参加勧奨を行う等、妊娠期から育児のイメー
ジを具体的に持ってもらうことやサポート体制
の構築が図られるよう、妊婦だけではなくその家
族にも働きかけていくことが重要であると示唆
された。 
 
【今後の展望】 

本研究では、EPDS の取得時期が異なり、産後
の時期や介入による得点変動の影響が考慮され
ていない。今後は産後 2 週間健診等一定の時期に
取得した値を用いることが望まれる。また、分析
対象者を単年度のみとしている他、属性は考慮さ
れていないため、今後は複数年度に渡るデータを
多角的に分析することで、経年的変化や⾧期的な
傾向を捉えていきたい。 
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